
（第９号様式： R2-10版） 

                        ○印   

 

   契 約 番 号 

売買契約書（売払い）    第       号       
 
 
 
 
 
  １ 物件の名称                         

 

 

  ２ 規格・数量   別記内訳書記載のとおり 

 
 

 

  ３ 契 約 金 額     
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                         （消費税及び地方消費税相当額を含む） 
  
 
 
 
 

  
 
 
 
 

  
 
 
 
 

  
 
 
 
 

  
 
 
 
 

  
 
 
 
 

  
 
 
 
 

  

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 

  ４ 契約保証金       免   除 
 
 
  ５ 引 渡 場 所                             
 

 

  ６ 引 渡 期 限      年   月   日 

 
 

 上記の物件について，仙台市を発注者（売主），           を

受注者（買主）とし，次の条項によって物件の売買に関して契約を締結する。 

 

          年   月   日 

 

住 所 

   発注者（売主） 

氏 名                    ○印  
 

 

            住 所 

   受注者（買主） 

            氏 名                     ○印E  
 



 

（代金の支払い） 

第１条 受注者は，契約代金を発注者の発行する納入通知書に定める期限までに発注者に支払わなけ

ればならない。 

 

（物件の引渡し） 

第２条 発注者は，内訳書及び仕様書に基づき，頭書の物件を受注者に引き渡さなければならない。  

２ 受注者は前項の物件の引渡しを受ける（以下「引受け」という。）ときは発注者の立会を求め引

受けるものとする。 

 

（発注者の任意解除権） 

第３条 発注者は，契約代金が納入されるまでの間は，次条又は第５条の規定によるほか，必要があ

るときは，この契約を解除することができる。 

２ 発注者は，前項の規定によりこの契約を解除した場合において，受注者に損害を及ぼしたときは，

その損害を賠償しなければならない。 

 

（発注者の催告による解除権） 

第４条 発注者は，受注者が次の各号のいずれかに該当するときは相当の期間を定めてその履行の催告を

し，その期間内に履行がないときはこの契約を解除することができる。ただし，その期間を経過した時

における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは，この限りでない。 

一 受注者が第２条に定める引受けに応じないとき又は引渡期限後相当の期間内に物件の引受けに応

じる見込みがないと認められるとき。 

二 前号に掲げる場合のほか，契約の締結又は履行について不正の行為があったとき若しくはこの契

約に違反したとき。 

 

（発注者の催告によらない解除権） 

第５条 発注者は，受注者が次の各号のいずれかに該当するときは，直ちにこの契約を解除することがで

きる。 

 一 受注者がこの契約の物件の引受けに応じることができないことが明らかであるとき。 

二 受注者がこの契約の債務の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

三 受注者の債務の一部の履行が不能である場合又は受注者がその債務の一部の履行を拒絶する意思

を明確に表示したとき。 

四 前各号に掲げる場合のほか，受注者がその債務の履行をせず，発注者が前条の催告をしても契約

をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき。 

五 受注者がこの契約に関し次のいずれかに該当するとき。 

イ 受注者に対してなされた私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54

号。以下「独占禁止法」という。）第49条に規定する排除措置命令が確定したとき。  

ロ 受注者に対してなされた独占禁止法第62条第１項に規定する課徴金の納付命令が確定したとき。 

ハ 受注者（受注者が法人の場合にあっては，その役員又は使用人）が，刑法（明治 40 年法律第 45

号）第 96条の６の規定による刑に処せられたとき。 

六 第８条の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 

七 受注者（受注者が共同企業体であるときは，その代表者又は構成員。以下この号において同

じ。）が次のいずれかに該当するとき。 

イ 受注者の代表役員等（仙台市入札契約暴力団等排除要綱（平成 20 年 10 月 31 日市長決裁。以下

「要綱」という。）別表第１号に規定する代表役員等をいう。以下同じ。）又は一般役員等（要

綱別表第１号に規定する一般役員等をいう。以下同じ。）が暴力団員（要綱第２条第４号に規定

する暴力団員をいう。以下同じ。）若しくは暴力団関係者（要綱第２条第５号に規定する暴力団

関係者をいう。以下同じ。）であると認められるとき又は暴力団員若しくは暴力団関係者が事実

上経営に参加していると宮城県警察本部（以下「県警」という。）から通報があり，又は県警が



 

認めたとき。 

ロ 受注者（その使用人（要綱別表第２号に規定する使用人をいう。）が受注者のために行った行

為に関しては，当該使用人を含む。以下この号において同じ。），受注者の代表役員等又は一般

役員等が，自社，自己若しくは第三者の不正な利益を図り，又は第三者に損害を与える目的をも

って，暴力団等（要綱第１条に規定する暴力団等をいう。以下同じ。）の威力を利用していると

県警から通報があり，又は県警が認めたとき。 

ハ 受注者，受注者の代表役員等又は一般役員等が，暴力団等又は暴力団等が経営若しくは運営に

関与していると認められる法人等に対して，資金等を提供し，又は便宜を供与するなど積極的に

暴力団（要綱第２条第３号に規定する暴力団をいう。以下この条において同じ。）の維持運営に

協力し，若しくは関与していると県警から通報があり，又は県警が認めたとき。 

ニ 受注者，受注者の代表役員等又は一般役員等が，暴力団等と社会的に非難される関係を有して

いると県警から通報があり，又は県警が認めたとき。 

ホ 受注者，受注者の代表役員等又は一般役員等が，暴力団等であることを知りながら，これを不

当に利用する等の行為があったと県警から通報があり，又は県警が認めたとき。 

ヘ イからホに掲げるものを除くほか，受注者が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成３年法律第 77 号）第 32 条第 1 項各号に掲げる者に該当すると認められるとき又は同項各

号に掲げる者に該当すると県警から通報があり，若しくは県警が認めたとき。 

ト イからヘに掲げるものを除くほか，受注者が仙台市暴力団排除条例（平成 25 年仙台市条例第 29

号）第２条第３号に規定する暴力団員等に該当すると認められるとき又は同号に規定する暴力団

員等に該当すると県警から通報があり，若しくは県警が認めたとき。 

 

（発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第６条 第４条各号又は前条各号に定める場合が発注者の責めに帰すべき事由によるものであるときは，

発注者は，前２条の規定による契約の解除をすることができない。 

 

（暴力団等排除に係る報告義務） 

第７条 受注者は，この契約の履行に当たり暴力団等（仙台市暴力団排除条例第２条第３号に規定する暴

力団員等を含む。以下この条において同じ。）から不当介入（要綱第２条第６号に規定する不当介入を

いう。以下同じ。）を受けたときは，速やかに所轄の警察署への通報を行い，捜査上必要な協力を行う

とともに，発注者に報告しなければならない。受注者の下請負人等（要綱第７条第２項に規定する下請

負人等をいう。）が暴力団等から不当介入を受けたときも同様とする。 

 

（受注者の催告による解除権） 

第８条 受注者は，発注者がこの契約に違反したときは，相当の期間を定めてその履行の催告をし，その

期間内に履行がないときは，この契約を解除することができる。ただし，その期間を経過した時におけ

る債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは，この限りでない。 

 

（受注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第９条 前条に定める場合が受注者の責めに帰すべき事由によるものであるときは，受注者は，同条の規

定による契約の解除をすることができない。 

 

（損害賠償の予定） 

第 10 条 受注者は，第５条第５号のいずれかに該当するときは，物件の引受けの前後を問わず，又は発

注者が契約を解除するか否かを問わず，損害賠償金として，契約金額の 10 分の２に相当する額を発注

者に支払わなければならない。ただし，同条同号イに該当する場合において，排除措置命令の対象と

なる行為が独占禁止法第２条第９項に基づく不公正な取引方法（昭和 57 年６月 18 日公正取引委員会

告示第 15 号）第６項に規定する不当廉売の場合その他発注者が特に認める場合には，この限りでない。 

２ 前項の規定は，発注者に生じた実際の損害額が同項に規定する損害賠償金の額を超える場合におい

て，超過分につきなお請求をすることを妨げるものではない。同項の規定により受注者が損害賠償金

を支払った後に，実際の損害額が同項に規定する損害賠償金の額を超えることが明らかとなった場合



 

においても，同様とする。 

 

（発注者の損害賠償請求等） 

第 11 条 発注者は，受注者が次の各号のいずれかに該当するときは，これによって生じた損害の賠償を

請求することができる。 

一 第１条に定める納入期限内に，契約代金の支払いが行われないとき。  

二 前号に掲げる場合のほか，債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能であると

き。 

２ 次の各号のいずれかに該当するときは，前項の損害賠償に代えて，受注者は，契約代金の 10 分の 1

に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

一 第４条又は第５条の規定によりこの契約が解除されたとき。 

二 物件の引受け前に，受注者がその債務の履行を拒否し，又は受注者の責めに帰すべき事由によっ

て受注者の債務について履行不能となったとき。 

３ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は，前項第２号に該当する場合とみなす。 

一 受注者について破産手続開始の決定があった場合において，破産法（平成 16 年法律第 75 号）の

規定により選任された破産管財人 

二 受注者について更生手続開始の決定があった場合において，会社更生法（平成 14 年法律第 154

号）の規定により選任された管財人 

三 受注者について再生手続開始の決定があった場合において，民事再生法（平成 11 年法律第 225

号）の規定により選任された再生債務者等 

４ 第１項各号又は第２項各号に定める場合（前項の規定により第２項第２号に該当する場合とみなされ

る場合を除く。）がこの契約及び取引上の社会通念に照らして受注者の責めに帰することができない事

由によるものであるときは，第１項及び第２項の規定は適用しない。 

５ 第１項第１号に該当し，発注者が損害の賠償を請求する場合の請求額は，契約金額につき，遅延日数

に応じ，政府契約の支払遅延防止等に関する法律第８条第１項の規定に基づき財務大臣が決定する率の

割合で計算した額とする。 

 

（受注者の損害賠償請求等） 

第 12 条 受注者は，発注者が次の各号のいずれかに該当する場合はこれによって生じた損害の賠償を請

求することができる。ただし，当該各号に定める場合がこの契約及び取引上の社会通念に照らして発注

者の責めに帰することができない事由によるものであるときは，この限りでない。 

一 第８条の規定によりこの契約が解除されたとき。 

二 前号に掲げる場合のほか，債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能であると

き。 

 

（契約外の事項） 

第13条 この契約書に定めのない事項については必要に応じ発注者と受注者とが協議してこれを定め

るものとする。 

 

 

発注者及び受注者は，本書２通を作成し，それぞれ記名押印のうえ各自１通を保有する。 

 

 



 

                                  ○印        

            内     訳        書 
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 (1)小計（各行の金額をたし上げて計算する。） 
 

 

 
 

 

 (2)消費税及び地方消費税（相当）額 
 

 

 
 

 

 (3)契約金額 

 

 
 


